調査票情報の利用について
１  利用条件について
  ア　公的機関が下記の行為を行う場合（条例第９条第１号に該当）
  （ア）統計の作成又は統計的研究（以下「統計の作成等」という。）を行う場合
  （イ）統計を作成するための調査に係る名簿を作成する場合
  イ  公的機関以外が下記の統計の作成等を行う場合（条例第９条第２号に該当）
  （ア）公的機関から委託を受け、又は公的機関と共同して行う調査研究に係る統計の
      作成等を行う場合
  （イ）その実施に要する費用の全部又は一部を公的機関が公募の方法により補助して行う調査研究に係る統計の作成等を行う場合
  （ウ）国の行政機関の長又は地方公共団体の長その他の執行機関のいずれかが、自らの政策の企画、立案等に有用であると認める統計の作成等を行う場合
２　対象とする調査
    　平成２１年４月１日以降に実施した統計調査で、原則として結果が公表済みの調査
３　申出書類の提出について
  　　調査票情報の利用を希望する場合は、県民文化スポーツ部県民交流課統計情報室に事前に相談のうえ、利用開始希望日の１か月前までに、申出書類（様式第１号及び同別紙）を郵送等により提出すること。
      また、結果の公表をする場合は、様式第１号別紙にその方法及び時期を明記し、公表しない場合は、その理由を明記すること。
４　秘密の保護について
      調査票情報の提供を受けた者は、当該調査票情報に個人情報を含む場合があるため、適正に管理すること。
　　　また、条例で守秘義務が課されており、守秘義務違反については罰則がある。
                                          （条例第１１条第１項、第１３条関係）
５　利用成果の報告
    　当該調査票情報の利用が終了した時は、その利用成果について報告すること。
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様式第１号（申出書）
文書番号
令和○年○月○日
　石　川　県　知　事　様 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申　出　者　　　　　
○○統計調査に係る調査票情報の提供について（申出）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
標記の件について、石川県統計調査条例（平成21年石川県条例第15号）

第9条　　　　　　　の規定に基づき、別紙のとおり調査票情報の提供の
申出を行います。
注）第1号に基づく申出の場合、申出を行う公的機関の長を申出者とします。
第2号に基づく申出の場合、法人その他の団体による場合にはその代表者を申出者
とし、個人による場合には当該個人を申出者とします。

（様式第１号別紙）
１ 県統計調査の名称
　
２ 調査票情報の利用目的
３ 調査票情報の利用者の範囲
４ 利用する調査票情報の名称及び範囲
(1) 名　　　称　　　
(2) 年　　　次　　　
(3) 地　　　域　　
(4) 属性的範囲　　
５ 利用する調査事項及び利用方法
＜調査事項＞
＜利用方法＞ 
　
６ 利用場所、利用環境、保管場所及び管理方法
７ 利用期間
８ 結果の公表方法及び公表時期
９ 転写書類等の利用後の処置
　
10 事務担当者
（様式第１号別紙）
≪記載例≫
１ 県統計調査の名称
○○統計調査　　
２ 調査票情報の利用目的
石川県の○○補助金を受けて行う「○○に関する研究」の一環として、○○について分析する基礎資料を得る。なお、研究概要は別添1
３ 調査票情報の利用者の範囲
○○大学経済学部教　授○○○○（氏名）
〃   　　 准教授○○○○（氏名）
４ 利用する調査票情報の名称及び範囲
(1) 名　　　称　　　　○○統計調査（乙調査票）
(2) 年　　　次　　　　平成21年6月
(3) 地　　　域　　　　○○市分
(4) 属性的範囲　　　　資本金1000万円以上の法人
※ 平成21年4月1日以降に実施し、結果が公表済の県統計調査とする。
５ 利用する調査事項及び利用方法
＜調査事項＞
都道府県番号、事業所一連番号、資本金、生産額…
※ 利用する調査項目は別添2のデータレイアウト上に○を記入。 
＜利用方法＞
○○教授及び○○准教授が、経済学部のシステム室において、「利用する調査事項」欄記入の調査票情報（データレイアウトは別添2）の内容を用いて○○の分析を行う。集計様式は別添3、分析出力様式は別添4のとおり。
※ 紙媒体の調査票は提供しない。
６ 利用場所、利用環境、保管場所及び管理方法
施錠可能な経済学部のシステム室内に限定して利用し、それ以外の持ち出しを禁止する。また、上記3に記載する者がシステム室内に入る職員を相互にチェックする。
なお、システム室内のサーバー及び4台のクライアントは同室内だけのＬＡＮ環境となっており、外部ネットワークとは物理的に接続していない。（システム構成図は別添5）
調査票情報及び中間生成物はすべて外付けのMOに格納しサーバー及びクライアントに内蔵される記憶装置には一切の情報の蓄積を行わない。さらに、これらの情報を使用しないときは、当該MOをクライアントから外し、○○教授の研究室の施錠可能なボックスで保管する。管理責任者は○○教授とする。
７ 利用期間
調査票情報の提供を受けた日から3か月間
※必要最小限の期間で、原則として1年以下とする。
８ 結果の公表方法及び公表時期
研究終了後、集計結果は論文の添付資料として学会で発表するとともに、大学HP及び印刷物（名称）にて掲載する。なお、結果数値が1若しくは2となる場合には秘匿するほか、3以上となる場合であっても、個々の調査対象の秘密が漏れない方法により行う。
※公表しない場合は、その理由を明記すること。
９ 転写書類等の利用後の処置
調査票情報及び分析、集計に用いた中間集計表についても、当該目的以外に使用しないこととし、利用終了後直ちにMO及びハードディスクから消去する。また、提供された媒体については裁断し、処置については速やかに報告する。
10 事務担当者
○○大学経済学部○○教授
住　　所　　〒XXX-XXXX　○○県○○市○○　○○大学経済学部○○研究室　
T　E　L　　XX-XXXX-XXXX
E-Mail　　XXXX@XX.XX.ac.jp
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